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11 月 19 日、厚生労働省は「令和４年１月以降の雇用調整助成金の特例措置等につい

て」を公表した。新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金をはじめとする特例

措置は、令和４年３月まで延長されることがすでに公表されているが、今回、令和４年

１月から３月までの具体的な助成内容について、①原則的な上限額が段階的に縮小され

ることと、②助成率、地域特例および業況特例（直近３か月の売り上げが従来比 30％以

上減少した事業者が対象）は３月末まで維持されることが明らかとなった（詳細は「厚

生労働省報道発表資料」を参照）。あわせて、令和４年４月以降の特例措置の内容につい

ては、「『経済財政運営と改革の基本方針 2021（令和３年６月 18 日閣議決定）』に沿って、

雇用情勢を見極めながら具体的な助成内容を検討のうえ、２月末までに改めて公表する」

とした。 

 一方、雇用調整助成金の財源である雇用保険積立金は 2019 年度末の４.５兆円から今

年度末には約 4,000 億円まで減少する見通しであり、厚生労働省において雇用保険料率

の引き上げが検討されていると一部で報じられるなど、依然として不安定な情勢が続い

ている。ＪＲ連合は、引き続き政治・行政の動向を注視しつつ、命綱の確保と今後の反

転攻勢に向け、交運労協や３産別（ＪＲ連合・サービス連合・航空連合）をはじめとす

る関係主体との連携を図り活動を強化していく。 

▼ 2021 年 11 月 19 日付 厚生労働省報道発表資料（同省ＨＰ掲載） 


